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研究成果の概要（和文）：　本研究の目的は、現在のインド、パキスタン、バングラデシュ三国に相当する南ア
ジア主要地域における長期経済統計を整備し、それに基づいて長期発展過程を実証的に明らかにすることであ
る。このために、(1)20世紀初頭から現在までの経済統計を国民経済計算（System of National Accounts）の枠
組に沿って整備し、(2)1947年に英領インドが現在の三国に分割されて独立するまでの植民地期について、現国
境に対応した統計を部分的に推計し、(3)部門間の連関、家計消費と生産活動間の連関、南アジア内部の地域多
様性に焦点を当てて長期発展過程について分析した。

研究成果の概要（英文）：The objective of this research project is to compile long-term economics 
statistics in India, Pakistan, and Bangladesh (major South Asian countries) and analyze long-term 
development process based on the statistics. To achieve this objective, we have first compiled such 
statistics starting from the early twentieth century, following the System of National Accounts. As 
the three countries formed one entity of Indian Empire under the British Raj until 1947, we have 
attempted to compile statistics separately for the three regions corresponding to the current 
international borders for the period before 1947. This attempt has been achieved only partially due 
to data availability constraints. Using the statistics thus compiled, we have analyzed the long-term
 development process, paying due attention to linkages across industrial sectors, interdependence of
 consumption and production, and regional heterogeneity within South Asia. The compiled statistics 
are in preparation for public use.

研究分野：開発経済学、アジア経済論

キーワード： 長期経済統計　南アジア

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
南アジア地域経済研究者が、国際経済学、歴史人口学、開発経済学などの応用経済学者との共同研究を通じて、
南アジアの長期経済発展に関する信頼できる統計を整備し、共同で発展過程を実証的に明らかにした点に、本研
究の学術的意義がある。1988年設立の日本南アジア学会において経済史や経済動向の研究に長く携わってきた研
究者と、日本の長期経済統計の構築で先駆的役割を果たした一橋大学経済研究所にベースを置く研究者とが協働
し、史資料の丁寧な吟味を経た正確な長期統計の構築と、南アジアの歴史や社会の詳細な背景知識に支えられ
た、適切な実証分析結果の解釈が可能になった。研究成果が広く利用可能になるための刊行準備が進んだ。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
 南アジア経済は東アジアに続く新興経済として、注目を集めている。とりわけインドに関し
ては、IT産業というサービス業主導の急成長を続け、日本や他地域からの直接投資も盛んに行
われている反面、その膨大な貧困層をサービス業主導の成長が効果的に削減できるのかという
疑問も挙げられている。経済成長を牽引した産業と就業構造の変化のミスマッチについて、よ
り長期の観点から検討する必要がある。バングラデシュも縫製品の輸出を通じて急速な成長を
続けてきたが、政治の不安定やテロリズムなどの影響が懸念される。テロリズム等治安の悪化
が成長に強い悪影響を及ぼしてきたと言われるのがパキスタンであるが、より長期的に見れば
20 世紀を通じて南アジアで最も成長したのが同国であり、成長軌道に経済を戻すことが 21 世
紀におけるパキスタンの重要課題となっている。 
 南アジアの長期発展過程を解明することは、経済制度や政治体制が経済発展に与えるインパ
クトを考える上でも貴重である。南アジア三国は、1947 年までは同じ英領植民地であったが、
宗教の違いを理由にインドと旧パキスタンに分かれて独立した（南アジアでは「分離独立」と
呼ばれる）。東西パキスタンから構成された旧パキスタンでの言語・民族間格差を理由に、1971
年には東パキスタンがバングラデシュとして独立した。1947 年の国境線は 1931 年国勢調査の
宗教別人口比率におおむね基づくものであり、道路・灌漑・電力など経済的ネットワークを無
視して引かれたことから、1947 年の分離独立を一種の自然実験とみなし、制度や政治の非連続
性が経済にもたらしたインパクトを明らかにできる。 
 しかしながら南アジアにおける長期経済発展過程に関し、ミクロとマクロの連関を意識し、
マクロ統計を植民地期に遡って構築し、精緻な定量分析に耐え得るような長期経済統計は存在
しない。研究代表者による農業についての暫定的な試みがあるだけであった。南アジアの経済
全体を対象とし、部門間の連関や家計消費と生産活動間の連関を明らかにする長期経済発展分
析が桎梏の課題となっていた。 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は、現在のインド、パキスタン、バングラデシュ三国から構成される南アジア
主要地域を対象に、長期経済統計を整備し、それに基づいて南アジアの長期発展過程を実証的
に明らかにすることである。具体的には、(1)20 世紀初頭から現在までの南アジアの経済統計
を国民経済計算（System of National Accounts、SNA）の枠組に沿って整備する、(2)1947 年
に英領インドが現在の南アジア三国に分割されて独立するまでの植民地期について、可能な限
り現在の国境に対応した統計を推計する、(3)国内総生産（GDP）を構成する各部門間の連関、
家計消費と生産活動間の連関、南アジア内部の地域多様性に焦点を当てつつ、100 年を超える
長期発展過程を明らかにすることを目指した。 
 
３．研究の方法 
 本研究の目的を達成するため、次の４つの段階を踏んだ。①既存推計系列の再検討、②新た
な史資料の発掘と吟味、③SNA の枠組に沿った長期経済統計の推計、④推計系列を用いた長期
発展過程に関する実証分析。 
 これらの段階を、研究代表者が中心となって構築した共同研究ネットワークによる共同研究
として推進した。この共同研究ネットワークにて、南アジア地域経済研究者と国際経済学・歴
史人口学・開発経済学などの応用経済学者とを結びつけ、南アジアの長期経済発展に関する信
頼できる統計を整備し、協働で発展過程を実証的に明らかにしようとした点に、本研究手法の
独創的な点がある。日本における南アジア地域研究は、1988 年に創立された日本南アジア学会
を中心に進められ、社会科学をディシプリンとする学会員の間では、独自のデータ収集・構築
に基づく実証的なスタイルを通じて、国際的に評価の高い研究成果が蓄積されてきた。本研究
には、同学会の幅広い年代層の研究者が参加した。これにより、原史資料の正確な吟味を経た
正確な長期統計の構築と、南アジアの歴史や社会の詳細な背景知識に支えられた、適切な実証
分析結果の解釈が可能になった。他方、本研究には、一橋大学経済研究所を拠点に進められて
きた SNA に基づく長期経済統計構築と、その分析に関わった応用経済学者が多数参加した。同
研究所は、1950 年代から 80 年代にかけて行われた日本の『長期経済統計』（全 14 巻）の推計
作業とそれに基づく実証研究を担った機関であり、これを継承する『アジア長期経済統計』シ
リーズの刊行が、2008 年度に始まっている。手法面で瑕疵の少ない長期経済統計を南アジアに
関して構築するために、このような背景を持つ応用経済学者が多数、本研究に参加した。 
 研究段階①から③の基礎となるのは、信頼できる史資料の発掘・吟味と、統計系列にそれを
正確に反映させる作業である。各研究者はまず既存推計系列を SNA の枠組と南アジア地域研究
の視点の両方から丁寧に吟味し、その問題点を明らかにした。その上で南アジア地域研究者が
中心となって、十分に利用されていない一次資料を発掘し、新しい史資料の数字を SNA の枠組
に適用して統計系列に反映させる作業を行った。その中間成果を用いて、長期発展過程という
観点から実証分析を行い（研究段階の④）、既存の知見との比較作業を行った。その分析結果が



再び、統計系列の再推計（研究段階の①から③）に反映させられるという逐次的なプロセスを
何度か繰り返した。 
 以上の作業の結果を、４年間の研究期間を通じて継続的に開催された国内研究会を通じて、
メンバー間で共有し、統一的な研究成果を目指した。また個別のメンバーは、史資料収集を兼
ねた南アジアやイギリス出張の際には研究成果を現地の研究者と共有し、そのコメントを反映
させた改訂作業を進めた。これらの成果を披露し、国際的認知度を向上させるための国際会議
を開催した。 
 
４．研究成果 
 20 世紀初頭から現在までの経済統計を SNA の枠組に基づいて推計し、植民地期について、現
在の国境に対応した統計を提示することに関しては、農業部門と人口について、ほぼ推計作業
が完了した。この推計系列を用いた研究成果を各種ディスカッションペーパーにとりまとめた。
1947 年の分離独立を一種の自然実験とみなし、制度や政治の非連続性が経済にもたらしたイン
パクトを明らかにするという観点からも、農業と人口に関するこれらの研究成果は国際会議等
で高い評価を受けた。 
 工業部門統計や貿易については、植民地期における新たな史資料が多数発掘され、それをマ
クロの統計系列に反映させる試みが進展した。また、農業と製造業とサービス業の分類と、そ
れに対応した労働統計の再推計作業は、南アジアにおける副業に関する新たな知見を生み出し、
海外の経済史学会で特に高い評価を得た。植民地期の最重要一次資料である国勢調査（人口セ
ンサス）において農村での雑多な就業層と記録させている階層をどのように理解し、統計上分
類するかが、長期的な構造転換を実証分析する際に顕著な違いをもたらすことが明らかになっ
たのである。また、1947 年の「分離独立」後、パキスタンとバングラデシュはインドと同様の
統計制度のもとに出発したにもかかわらず、現在の GDP 系列においては無視できない定義上あ
るいは原資料上の差異が生じており、それを無視して国際機関等が取りまとめている GDP 系列
を用いるとミスリーディングな結果が得られる問題も、本研究により初めて明らかになった。 
 以上の研究成果を、『アジア長期経済統計』シリーズの第６巻『インド・パキスタン・バング
ラデシュ巻』として刊行するための作業が進捗した（東洋経済新報社より近刊予定）。本書の目
的と構成を示す序章に続く四部から、本書は構成される。「第１部 植民地期インド」において、
現パキスタン・バングラデシュ地域を含んだ南アジアを対象に、統計制度、農業、工業、人口、
労働・雇用、賃金・物価、貿易・国際収支、金融、財政、国民所得統計を 1947 年までについて
扱う。「第２部 独立インド」は第１部と同様の章構成を持ち、1947 年以降の統計を提示・分
析する。「第３部 パキスタン・バングラデシュ」は、両国の国民所得統計に焦点を当てたそれ
ぞれの章から構成される。「第４部 長期系列」において、植民地期と 1947 年以降とを連続さ
せた超長期の統計系列とその分析結果が、農業、人口・労働、GDP などについて提示される。
本書には英文による説明が加えられ、付録の CD-ROM によって補助的統計も多数盛り込まれるこ
とから、国際的な利用も期待される。本書が刊行されれば、南アジアの長期経済発展について
分析するための基礎的な資料として、学術上貴重な公共財となることが見込まれる。 
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